
70歳以上の方の高額療養費制度にかかる
自己負担限度額の見直しが実施されます

　高額療養費制度は、所得区分に応じて自己負担額に上限が定められています。
　自己負担限度額について平成29年8月から段階的に見直しが実施されており、今回は平成30年8月から改正され
る内容についてお知らせします。

医療費通知のお知らせ
　共済組合からの医療費通知書は、年2回発行しています。
　今回は、平成29年11月から平成30年5月診療分のお知らせです。
　9月中に共済事務担当課を通じて配付いたしますので、皆さまが実際にかかっている医療
費の総額等をご理解いただくとともに、引き続き適正な受診にご協力をお願いいたします。
　また、確定申告に医療費通知書を使用する場合は、医療費通知書の原本の添付が必要
とされています。紛失しないよう大切に保管してください。

※1　昭和19年4月1日までに生まれた方は1割に据え置かれています。
※2　世帯全体とは、同一の世帯で、同じ健康保険に加入している方です。
※3　多数該当とは、世帯全体（※2）で、過去12カ月に3回以上高額療養費の支給を受け、4回目以上の支給に該当した場合です。

所 得 区 分
自己負担限度額

所 得 区 分
自己負担限度額

外来(個人ごと) 入院を含めた世帯合算 外来(個人ごと) 入院を含めた世帯合算

３
割

一定以上
所得者 57,600円

80,100円
＋(医療費－267,000円）×1％
【多数該当 44,400円】

３
割

標準報酬の月額
83万円以上

252,600円+(医療費－842,000円)×1%
【多数該当 140,100円】

標準報酬の月額
53万円以上
83万円未満

167,400円+(医療費－558,000円)×1%
【多数該当 93,000円】

標準報酬の月額
28万円以上
53万円未満

80,100円+(医療費－267,000円)×1%
【多数該当 44,400円】

２
割
※

一　般
14,000円
年間上限
144,000円

57,600円
【多数該当 44,400円】

２
割
※

一　般
18,000円
年間上限
144,000円

57,600円
【多数該当 44,400円】

低所得Ⅱ
(市町村民税非課税)

8,000円

24,600円 低所得Ⅱ
(市町村民税非課税)

8,000円

24,600円

低所得Ⅰ
(低所得Ⅱのうち一定
の基準に満たない者)

15,000円
低所得Ⅰ

(低所得Ⅱのうち一定
の基準に満たない者)

15,000円

○平成30年7月まで ○平成30年8月から

高額介護合算療養費制度についても
見直しが実施されます

　一定以上所得者については、現役世代と同様に、細分化した上で限度額の引き上げが行われます。

※1　 対象世帯に70～ 74歳と70歳未満が混在する場合、まず70～ 74歳の自己負担合算額に限度額を適用した後、残る負担額と70歳未
満の自己負担合算額を合わせた額に限度額を適用します。

※2　介護サービス利用者が世帯内に複数いる場合は31万円となります。

○平成30年7月まで ○平成30年8月から

所 得 区 分 医療保険＋介護保険
標準報酬の月額83万円以上 212万円

標準報酬の月額53万円以上83万円未満 141万円
標準報酬の月額28万円以上53万円未満 67万円

一　般 56万円
低所得Ⅱ(市町村民税非課税) 31万円

低所得Ⅰ(低所得Ⅱのうち一定の基準に満たない者) 19万円

70歳から75歳未満 医療保険＋介護保険

一定以上所得者 67万円

一般 56万円

低所得Ⅱ(市町村民税非課税) 31万円

低所得Ⅰ
(低所得Ⅱのうち一定の基準に満たない者) 19万円
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